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水道施設台帳の県内統一フォーマット「長野モデル」の構築と活用
長野県水道事業広域連携推進協議会

1.　抱えていた課題
人口減少社会を迎え、水道事業は水需要の減少

など様々な課題に直面しており、広域連携の推進
や、適切な資産管理の推進等を図ることが重要と
なっている。
そうした中、本県では環境部・企画振興部・企

業局が協働し、持続可能な水道事業経営の体制づ
くりに向け、広域化・広域連携の推進や将来の水
道のあり方を検討し、ともに取り組む場として、
県内全ての市町村・水道事業を営む企業団が参加
する「長野県水道事業広域連携推進協議会」を令
和２年10月に設立した。
また、協議会の下にワーキンググループ（以下

WG）を設置し、共通する喫緊の課題について市
町村などの実務担当者による調査研究を実施して
おり、これまでに「水道情報共有」と「人材確保・
育成」の２つをテーマとして検討を進めている。
「水道情報共有WG」においては、県環境部が

実施したアンケート調査の結果により、県内市町
村などの多くの事業体が改正水道法で義務付けら
れた水道施設台帳の整備に人、費用、時間の面で
苦労している状況を把握した。
これを受け「水道情報共有WG」では県内の水

道事業体の支援と事業体間の連携に取り組んでい
た県企業局を中心として水道施設台帳の統一
フォーマットを構築することで、県内水道事業者
らの施設台帳整備を促進するとともに、施設情報
を共通・共有化し、災害応援時の活用、広域化・
広域連携検討に活用できる県内統一フォーマット
による水道施設台帳である「長野モデル」構築の
調査・研究に着手した。

市町村等も参画した水道情報共有WG

2.　取組概要
令和３年５月の協議会で決定した「長野モデ
ル」は、「簡易水道等小規模水道における水道施
設台帳作成の手引き」を参考にしつつ、水道標準
プラットフォームと連携できる国の「水道情報活
用システム基本仕様書」と整合を図り、これに緯
度・経度や標高、整備時の補助率など独自のデー
タ項目を追加したものとなっている。
調書で整備する情報は、管路情報等が46項目、
施設情報が295項目。その内訳は、①水道法で令
和４年９月までに整備が求められている項目（管
路情報等６項目、施設情報７項目）②適切な資産
管理や広域連携に必要な項目（管路情報等11項
目、施設情報30項目）③省力化や技術継承、広域
連携などの検討に必要な項目（管路情報等29項
目、施設情報258項目）で、①②を県内水道事業
者が統一して整備する必須項目に設定する。
入力に際しての言葉（用語）の揺れを防ぐため、
ドロップダウンリスト形式での入力を多用した。
図面は災害時や広域連携での活用などを見据え、
施設や設備などの図面を PDFなどの画像データで
保有、台帳は Excel形式または Excelによるデータ
提供が可能なシステムでそれぞれ整備する。
また、台帳整備を促進するための水道事業者への



相談支援や進捗確認などはWGが行うこととした。

「長野モデル」の入力例

⑴　施設台帳

⑵　管路台帳

3.　PRポイント・工夫した点
施設台帳整備に苦労している中小規模水道事業

者を支援する取組とし、特に小規模事業者での台
帳整備費用や作業に配慮して、汎用アプリを利用
するとともに、法定整備期間までに整備する情報
を最小限必要なものと将来的に整備する情報に区
分した。
また、構築にあたっては、先進的に施設台帳整

備を進めていた長野市の台帳を初期ベースモデル
とし、県企業局を中心に県内事業者の実務担当者
により調査・研究を進め「簡易水道、小規模水道
事業基盤協会支援検討委員会」との意見交換を経
て、全市町村などが参加する協議会での意見を踏
まえて修正等を行うことで、県内事業者の実情に
応じたものとなっている。

4.　取組による効果
統一フォーマットを構築することで、整備すべ

き情報項目が明確になり目標が立てやすくなると
ともに、自治体間で施設情報を共有できる。
これにより、①水道施設の適切な管理（維持管
理水準の底上げ）が可能となる②アセットマネジ
メントの精度向上が図られる③大規模災害時等の
危機管理体制の強化が図られる（災害時に外部か
らの応援受入がスムーズになる）④広域連携や官
民連携等のための基礎資料として活用できる（近
隣と施設管理で連携しやすい。正確な水運用の広
域連携シミュレーションが可能。監視、台帳管理
等のアプリケーションが利用可能）といったメ
リットがある。
県環境部が令和３年７～８月に実施した調査で
は、全80事業者のうち、長野モデルのフォーマッ
トで施設調書を整備すると回答した事業者は34
者、管路調書は21者となっている。（長野モデル
に対応できる、または対応する予定のある事業者
も含めると、施設調書61者、管路調書68者）

5.　今後の展開
本事業のもと、県内水道事業体が情報共有と意
見交換を重ねる中で、互いに顔の見える関係づく
りにもつながった。
この関係を活用し、今後は県内統一フォーマッ
トで整理された情報を水道事業者間の連携や危機
管理体制整備などに活用していくとともにシステ
ムの共同化や広域連携シミュレーションアプリ等
に関する研究を希望する事業体で進めることとし
ている。
国で進めている水道標準プラットフォームの今
後の進展に期待しつつも、中小規模の事業体にお
いて、これを導入することは相当ハードルが高い
ものと考える。しかしながら、県内水道事業者の
施設の状況が水道情報活用システムの基本仕様に
則った統一フォーマットで整備できたことは、将
来の標準プラットフォームでの利用のみならず、
目の前にある様々な業務への活用や、広域連携の
検討にも資するものと期待している。


